
第1章 	社会保障を取り巻く環境と人々の意識の変化
	 第1節	 人口の変遷・縮小する世帯や家族

	1	人口の変遷
（我が国は本格的な少子高齢化・人口減少時代を迎えようとしている）

我が国の人口は、2008（平成20）年の1億2,808万人をピークに減少に転じた。
2022（令和4）年の総人口は約1億2,495万人であるが、2070（令和52）年には約
30％減少し、総人口が9,000万人を割り込むと推計されている（図表1-1-1）。

	 図表1-1-1	 日本の人口の推移
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15～64歳人口
（A)

6,000 6,693 7,157 7,584 7,888 8,254 8,614 8,726 8,638 8,442 8,174 7,728 7,509 7,310 7,076 6,722 6,213 5,832 5,540 5,307 5,078 4,809 4,535

65歳以上人口
（B)

535 618 733 887 1,065 1,247 1,493 1,828 2,204 2,576 2,948 3,387 3,603 3,653 3,696 3,773 3,928 3,945 3,888 3,778 3,644 3,513 3,367

（B)/(A) 8.9% 9.3% 10.2% 11.7% 13.5% 15.1% 17.3% 21.0% 25.5% 30.5% 36.1% 43.8% 48.0% 50.0% 52.2% 56.1% 63.2% 67.6% 70.2% 71.2% 71.8% 73.1% 74.2%

15～74歳人口
（C)

6,373 7,124 7,668 8,187 8,587 9,029 9,508 9,836 9,941 9,854 9,702 9,483 9,251 8,808 8,511 8,256 7,914 7,500 6,995 6,606 6,285 6,006 5,722

75歳以上人口
（D)

163 188 221 284 366 472 599 718 901 1,164 1,419 1,632 1,860 2,155 2,261 2,238 2,227 2,277 2,433 2,479 2,437 2,316 2,180

(D)/（C) 2.5% 2.6% 2.9% 3.5% 4.3% 5.2% 6.3% 7.3% 9.1% 11.8% 14.6% 17.2% 20.1% 24.5% 26.6% 27.1% 28.1% 30.4% 34.8% 37.5% 38.8% 38.6% 38.1%

日本の人口の推移

15～21歳人口

合計特殊出生率

75歳以上人口

65～74歳人口

15～64歳割合

高齢化率（65歳以上人口割合）

人口（万人）

2020年
59.5%

2020年
1.33

2040年総人口
11,284万人

2070年
38.7%

2070年
1.36

（％）

資料：1960年～1970年の人口は総務省「国勢調査」、1975年～2015年の人口は総務省「国勢調査」（年齢不詳の人口を
各歳別にあん分した人口）、2020年の人口は総務省「国勢調査」（不詳補完値）（各年10月1日現在）、1960年～
2020年の合計特殊出生率は厚生労働省「人口動態統計」、2025年以降の人口と合計特殊出生率は国立社会保障・人
口問題研究所「日本の将来推計人口（令和5年推計）」（出生中位（死亡中位）推計）。

（注） 経済協力開発機構（Organisation for Economic Co-operation and Development; OECD）では、15歳から64
歳までの人々を生産年齢人口としている。

2022年の出生数は80万人を割り込むなど、急速に少子化が進展している。一方で、
2025（令和7）年には、第一次ベビーブーム期（1947（昭和22）年～1949（昭和24）
年）に生まれた「団塊の世代」全ての者が、75歳以上の後期高齢者となる。さらに、
2040（令和22）年には、「団塊の世代」のこども世代として第二次ベビーブーム期（1971

（昭和46）年～1974（昭和49）年）に生まれた「団塊ジュニア世代」全ての者が65歳以
上となる。2070年には65歳以上の者の割合が38.7％となる見通しである（図表1-1-2）。
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	 図表1-1-2	 人口ピラミッド（2020年～2070年）
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資料：実績値（2020年）は総務省「国勢調査（不詳補完値）」、推計値（2025年、2040年、2070年）は国立社会保障・
人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和5年推計）出生中位・死亡中位推計」（各年10月1日現在人口）により
厚生労働省政策統括官付政策統括室において作成。

	2	縮小する世帯や家族
（世帯規模は長期的縮小傾向にある）

1世帯当たり＊1人員の推移を見ると、1990（平成2）年の2.99人から2020（令和2）
年の2.21人まで減少し、この間、「世帯人員1人」及び「世帯人員2人」の世帯数、全世
帯数に占める割合がともに増加してきた。国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数
の将来推計（全国推計）」（平成30年推計）によると、2040（令和22）年における1世帯
当たり人員は2.08人まで減少すると推計されている（図表1-1-3）。

＊1	 入所施設等で生活する世帯（施設等世帯）を除く一般世帯である。
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	 図表1-1-3	 世帯人員数別世帯構成と1世帯当たり人員の推移
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資料：2020年までは総務省統計局「国勢調査」、2040年推計値は国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推
計（全国推計）」（平成30年推計）による。

（単独世帯の割合は世帯総数の約4割に達し、ひとり親世帯数も増加している）
世帯類型をみると、単独世帯の割合は増加してきており、2020（令和2）年には単独世帯数

は約2,115万世帯となり単独世帯の割合は世帯総数の約4割を占めている。また、ひとり親と
子どもからなる世帯数も、1990（平成2）年から2020年までの30年間で約275万世帯（世帯
総数の約6.8％）から約500万世帯（同約9.0％）へと約1.8倍に増加している。一方で、夫婦
と子どもからなる世帯は、世帯数、世帯総数に占める割合ともに減少傾向である（図表1-1-4）。

	 図表1-1-4	 世帯総数・世帯類型の構成割合の推移
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資料：2020年までは総務省統計局「国勢調査」、2040年推計値は国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推
計（全国推計）」（平成30年推計）による。

（注） 1990年は、「世帯の家族類型」旧分類区分に基づき集計。
世帯類型における「子ども」は、成年の子も含まれる。
2010年から2020年における割合は、世帯の家族類型「不詳」を除いて算出している。
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（男性の単独世帯者数の割合・単独世帯数は、ともに高齢世代で大幅に増加する）
男性の各年代の人口に占める単独世帯者数の割合は、2020（令和2）年では20歳代が

32.6％と最も高く、2040（令和22）年でも同世代が30.8％と最も高いと見込まれる。
一方で、60歳以上の人口に占める単独世帯者数の割合は、2040年に向けて大きく増加す
ると見込まれる（図表1-1-5）。単独世帯数でみると、2020年には20歳代が最多であっ
たが、2040年には60歳代が大幅に増加し、最多となると推計される（図表1-1-6）。

	 図表1-1-6	 	年齢階級別単独世帯数の推移
（男性）
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資料：2020年までは総務省統計局「国勢調査」、2040
年推計値は国立社会保障・人口問題研究所「日本
の世帯数の将来推計（全国推計）」（平成30年推計）
による。

	 図表1-1-5	 	年齢階級別人口に占める単独
世帯者数の割合（男性）

26.3%

10.9%

7.7%

6.1%

4.7%

5.2%

6.3%

32.6%

20.6%

16.6%

19.0%

17.9%

14.6%

13.4%

30.8%

21.7%

19.2%

21.9%

23.7%

21.7%

17.4%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

２０～２９歳

３０～３９歳

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６９歳

７０～７９歳

８０歳以上

年齢階級別人口に占める単独世帯者数の割合（男性）

1990年

2020年

2040年

資料：総務省統計局「国勢調査」
1990年、2020年の人口は総務省統計局「国勢調
査」の単独世帯数を人口総数で除したもの。
2040年推計値は国立社会保障・人口問題研究所

「日本の世帯数の将来推計（全国推計）」（平成30年
推計）の一般世帯数（単独）を人口総数で除した
もの。

（女性の単独世帯者数の割合・単独世帯数は、ともに高齢世代の占める割合が多い）
一方、女性の各年代の人口に占める単独世帯者数の割合は、2020（令和2）年で80歳

以上が26.9％と最も高くなっており、2040（令和22）年でも同世代が最も高いと見込
まれる（図表1-1-7）。2020年と2040年を比較すると、20歳代、30歳代、80歳以上を
除き同割合は増加するが、特に60歳代では約6ポイント増加すると推計される。単独世
帯数は、2020年では80歳代以上が最多であり、2040年も同様であると見込まれる。
2020年と2040年を比較すると、50歳代以上の世代では増加が見込まれ、特に60歳代
と80歳代以上ではそれぞれ約60万世帯増と大幅に増加すると推計される（図表1-1-8）。

6 令和5年版　厚生労働白書

第

1
章

社
会
保
障
を
取
り
巻
く
環
境
と
人
々
の
意
識
の
変
化

厚労2023_1-01.indd   6厚労2023_1-01.indd   6 2023/07/18   11:45:232023/07/18   11:45:23



	 図表1-1-7	 	年齢階級別人口に占める単独
世帯者数の割合（女性）
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資料：総務省統計局「国勢調査」
1990年、2020年の人口は総務省統計局「国勢調
査」の単独世帯数を人口総数で除したもの。
2040年推計値は国立社会保障・人口問題研究所

「日本の世帯数の将来推計（全国推計）」（平成30年
推計）の一般世帯数（単独）を人口総数で除した
もの。

	 図表1-1-8	 	年齢階級別単独世帯数の推移
（女性）
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資料：2020年までは総務省統計局「国勢調査」、2040
年推計値は国立社会保障・人口問題研究所「日本
の世帯数の将来推計（全国推計）」（平成30年推計）
による。

	3	未婚率の上昇
（結婚意思を持たない若者の割合は男女とも増加傾向にある）

「結婚」は世帯を形成する大きな要因の一つであるが、未婚率は男女とも、どの年齢階
級においても長期的に上昇してきている（図表1-1-9）。若者の結婚意思をみると、「いず
れ結婚するつもり」と考えている未婚者の割合は、1990年代半ば以降、男性は約85％程
度（1997（平成9）年から2015（平成27）年の平均は86.4％）、女性は約90％程度（同
期間の平均は89.2％）と比較的安定的に推移してきたが、2021（令和3）年では従来よ
りも減少し男性は81.4％、女性は84.3％となった。一方、「一生結婚するつもりはない」
と答える未婚者は2000年代に入って増加し、2021年では、男性で17.3％、女性で
14.6％となった。結婚意思を持たない若者が増加傾向にある（図表1-1-10）。
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	 図表1-1-9	 年齢階級別未婚割合の推移
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資料：総務省統計局「国勢調査」（2015年及び2020年は不詳補完値）

	 図表1-1-10	 未婚者の生涯の結婚意思

95.9
91.8

90.0

85.9 87.0 87.0
86.3

85.7

81.4

2.3 
4.5 4.9 

6.3 5.4 

7.1 
9.4 

12.0 
17.3 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

1982 1987 1992 1997 2002 2005 2010 2015 2021

いずれ結婚するつもり 一生結婚するつもりはない 不詳

調査別にみた、未婚者の生涯の結婚意思

（男性）％

94.2
92.9

90.2 89.1 88.3
90 89.4

89.3

84.3

4.1 4.6 5.2 4.9 5.0 5.6 6.8 8.0 

14.6 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

1982 1987 1992 1997 2002 2005 2010 2015 2021

いずれ結婚するつもり 一生結婚するつもりはない 不詳

調査別にみた、未婚者の生涯の結婚意思

（女性）％

資料：国立社会保障・人口問題研究所「第16回出生動向基本調査」
（注） 対象は18～34歳の未婚者。図中のマーカー上のエラーバーは95％信頼区間を示している。
（注）  2021年調査では、性別や年齢、生活スタイルの違いを問わず減少がみられたことから、調査を行った時期の特殊な

社会状況が、幅広い世代の意識に影響した可能性も示唆される。

8 令和5年版　厚生労働白書

第

1
章

社
会
保
障
を
取
り
巻
く
環
境
と
人
々
の
意
識
の
変
化

厚労2023_1-01.indd   8厚労2023_1-01.indd   8 2023/07/18   11:45:252023/07/18   11:45:25



未婚者が考える独身生活の最大の利点は、「行動や生き方が自由」な点を挙げる者が男
性では70.6％、女性では78.7％と男女問わず最多である。また、「家族を養う責任がな
く、気楽」であることや「住宅や環境の選択の幅が広い」点を挙げる者が増加している。
一方で、「友人などとの広い人間関係が保ちやすい」点を挙げる者の割合は低下傾向が続
いている（図表1-1-11）。

	 図表1-1-11	 独身生活の利点
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調査別にみた、各「独身生活の利点」を選択した未婚者の
割合（男性）

第9回 (1987) 第10回 (1992) 第11回 (1997)

第12回 (2002) 第13回 (2005) 第14回 (2010)

第15回 (2015) 第16回 (2021)

「独身生活の利点」を選択した未婚者の割合

％％

女性男性

資料：国立社会保障・人口問題研究所「第16回出生動向基本調査」
（注） 対象は18～34歳の未婚者。何％の人が各項目を主要な独身生活の利点（2つまで選択）として考えているかを示す。

独身生活に利点があると回答した割合は、第9回（男性83.0％、女性89.7％）、第10回（同83.6％、89.0％）、第
11回（82.7％、88.5％）、第12回（79.8％、86.6％）、第13回（83.8％、87.2％）、第14回（81.0％、87.6％）、
第15回（83.5％、88.7％）、第16回（84.1％、90.3％）。

未婚者の結婚や家族に関する考え方についてみると、「生涯を独身で過ごすというのは、
望ましい生き方ではない」という考えを支持する割合は、2015（平成27）年には男性で
64.7％、女性で58.2％であったのに対して、2021（令和3）年には男性で51.1％、女性
で39.3％と、いずれも大幅に低下している。また、「結婚したら子どもは持つべきだ」と
いう考えを支持する割合も、2015年には男性で75.4％、女性で67.4％であったのに対
して、2021年には男性で55.0％、女性で36.6％と大幅に低下している（図表1-1-12）。
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このように、独身でいることを「望ましい生き方ではない」、「結婚したら子どもを持つ
べき」といった考えを支持する未婚者は大きく減少している。

	 図表1-1-12	 結婚・家族に関する未婚者の意識（旧来的な考えを支持する割合）

女らしさや男らしさへのこだわりが減退したといえる。
そのほかの項目では、女性では「2.男女暮らすなら結婚（賛成）」「9.母親は家に（賛成）」「10.
離婚避けるべき（賛成）」で20 ポイント以上、「1.生涯独身よくない（賛成）」「6.結婚に犠牲当然
（賛成）」「7.夫は仕事、妻は家（賛成）」「11.結婚せず子よい（反対）」「13.産むなら20 代のう
ち（賛成）」で15 ポイント以上の支持割合の低下がみられた。男性では「9. 母親は家に（賛成）」

身よくない（賛成）」「6.結婚に犠牲当然（賛成）」「11.結婚せず子よい（反対）」「7.夫は仕事、
妻は家（賛成）」で10 ポイント以上低下した。全体的に女性のほうが支持割合の低下幅が大きい。
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％

資料：国立社会保障・人口問題研究所「第16回出生動向基本調査」
（注） 対象は18～34歳の未婚者。賛成の割合（「まったく賛成」と「どちらかといえば賛成の合計割合」）を用いて、旧来

的な考えを支持する割合として示している。ここでの「旧来的」は、一般に過去の調査回ほど、また高い年齢で支持
されやすい考えであることを示している。

（50歳時の未婚割合は今後とも緩やかに上昇し、高齢世代全体の未婚率も上昇していくと
見込まれる）

50歳時の未婚割合は上昇してきているが、今後も緩やかに上昇し、2040（令和22）
年には男性で29.5％、女性で18.7％になると推計されている。

男女とも、今後、高齢世代の未婚率が上昇していくと見込まれ、2040年に向けて60
歳代以上における単独世帯数が増加していく背景の一つと考えられる（図表1-1-13、図
表1-1-14）。
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	 図表1-1-13	 50歳時の未婚割合の推移
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資料：国立社会保障・人口問題研究所『人口統計資料集』、
『日本の世帯数の将来推計（全国推計）』（2018（平
成30）年推計）

（注） 50歳時の未婚割合は、50歳時点で一度も結婚を
したことのない人の割合であり、45歳～49歳の
未婚率と50歳～54歳の未婚率の平均。2020年ま
での実績値は「人口統計資料集」（2015年及び
2020年は、配偶関係不詳補完値）、2020年以降
の推計値は『日本の世帯数の将来推計（全国推計）』

（2018（平成30）年推計）による。

	 図表1-1-14	 未婚率の将来推計（高齢者）
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資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の
将来推計（全国推計）」（平成30年推計）

（小括）
今後、少子高齢化・人口減少が本格化する中で、高齢者層を中心として単独世帯数が増

加していくことが見込まれる。また、若年層においても、結婚・家族に関する意識が変わ
るなど、世帯を構成することについての考え方が変化している様子がうかがえる。こうし
た世帯の縮小の流れに伴い、家族が担うことができる支え合い機能も弱体化していくこと
は避けられないだろう。次節では、もう一つの大きな支え合い機能を有する地域社会の状
況を見ていく。

	 第2節	 地域社会の変化

	1	都道府県の人口の変化
（2040年にかけて20歳から64歳の人口は全ての都道府県で減少するが、65歳以上の人
口は増加する都道府県と減少する県がある）

第1節でみたように、全国的には人口減少が見込まれているものの、都道府県ごとの人
口の動向は異なる。20～64歳人口と65歳以上人口について、都道府県ごとに、2020

（令和2年）年を1とした場合の2040（令和22）年の指数をプロットした次の図では、
20～64歳人口と65歳以上人口のいずれも減少する県（図表中赤線よりも下の17県）と、
20～64歳人口は減少するが65歳以上人口は増加する都道府県（図表中赤線よりも上の
30都道府県）に分かれる（図表1-2-1）。特に、後者の都道府県の中では、2020年と比
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較した2040年の65歳以上人口が2割以上増加する都県もあり、今後、住民ニーズとそ
れへの対応は都道府県ごとに多様化していくと見込まれる。

	 図表1-2-1	 都道府県ごとの人口の増減
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資料：2020年人口につき総務省統計局「令和2年国勢調査」（不詳補完値）、2040年人口につき国立社会保障・人口問題研
究所「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）

（1980年代以降、東京圏への人口一極集中が続いているが、東京23区は2021年に25
年ぶりに転出超過となった）

次に、三大都市圏・地方圏の人口移動の推移を示すと図表1-2-2のとおりとなる。これ
を見ると、地方圏から大都市圏への人口移動にはいくつかの山があることがわかる。　　
　一つ目の山は、1960年代の高度経済成長期である。この時期では、地方圏で大きな転
出超過となっている一方、三大都市圏はそろって転入超過となっている。1973（昭和
48）年の第一次オイルショック以降、人口移動は一時沈静化した。

二つ目の山は、1980年代半ばから1990年代前半にかけてのバブル期である。高度経済
成長期と比べると人口移動の規模は小さくなっているものの、地方圏では大きな転出超過と
なっている。一方で、三大都市圏を見てみると、東京圏では大きな転入超過となっているの
に対し、名古屋圏は若干の転入超過、大阪圏は若干の転出超過となっており、東京圏への人
口の一極集中が起きていたことが見てとれる。こうした東京圏への人口の一極集中は、1990
年代前半のバブル崩壊とともに一時終焉し、一時的に東京圏は若干の転出超過となった。

1990年代後半になると、再び東京圏への転入超過の山が見られるようになり、東京圏
への人口の一極集中傾向は、現在まで続いている。東京圏への人口集中は、直近において
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も大きく、大阪圏の2倍超の人口シェアを占めるに至っている（図表1-2-3）。一方、
2021（令和3）年に、東京都特別区部（23区）は、外国人を含む集計が開始された
2014（平成26）年以降初めての転出超過（1万4,828人）となり、日本人だけの集計を
見ても1996（平成8）年以来25年ぶりに転出超過（7,983人）となった。2022（令和4）
年には再び外国人を含む集計で転入超過（2万1,420人）となっており、動向が注目される。

	 図表1-2-2	 三大都市圏・地方圏の人口移動の推移
（単位：千人）
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資料：総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告年報」
（注） 1．上記の地域区分については以下のとおり。

東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県
名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県
大阪圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県
地方圏：三大都市圏（東京圏、名古屋圏、大阪圏）以外の地域

2．日本人移動者の数値である。

	 図表1-2-3	 大都市圏等の人口シェアの推移
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2233..00%%
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2255..77%%

2255..99%%

2266..33%%

2277..00%%

2277..88%%

2288..44%%

2299..33%%

77..66%%

77..88%%

88..11%%

88..33%%

88..44%%
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88..99%%

99..00%%

1122..22%%

1122..99%%

1144..00%%

1144..88%%

1155..00%%

1144..88%%

1144..77%%

1144..77%%

1144..55%%

1144..55%%

1144..55%%

1144..44%%

1144..44%%

1144..44%%

6633..11%%

6600..44%%

5566..77%%
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5500..99%%

5500..55%%
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4477..44%%
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1970年
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1995年
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2005年

2010年
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2020年

大大都都市市圏圏等等のの人人口口シシェェアアのの推推移移

東京圏 名古屋圏 大阪圏 それ以外の地方圏

資料：総務省「国勢調査」より作成。「東京圏」は埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県の合計、「名古屋圏」は岐阜県、愛知
県、三重県の合計、「大阪圏」は京都府、大阪府、兵庫県、奈良県の合計をいう。
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	2	市町村の人口の変化
（人口規模が小さい市区町村が増加する一方で、人口の大部分は一部の大規模都市に集中
している）
「日本の地域別将来推計人口（平成30年推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）によ

ると、人口5千人未満の自治体は、2015（平成27）年に14.8％であったが、2040（令
和22）年には24.1％を占めると見込まれており、人口規模が小さい市区町村が増加する
と見込まれる＊2（図表1-2-4）。人口減少が進むことによって、地域によっては福祉分野に
おける専門的人材の確保が困難となること等で、対象者ごとの公的支援の提供機関を安定
的に運営することが難しくなる可能性も否定できない。

	 図表1-2-4	 市区町村の人口規模別分布

19.4%

14.8%

24.1%

13.7%

13.4%

25.5%

24.6%

29.5%

23.9%

9.0%

6.9%

5.4%

5.1%

1.4%

1.3%
0.7%

0.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

（参考）1990年（3,246自治体）

2015年（1,682自治体）

2040年（1,682自治体）

市区町村の人口規模別分布（現状と見通し）

５千人未満 ５千～１万人未満 １万～３万人未満 ３万～10万人未満

10万～20万人未満 20万～50万人未満 50万～100万人未満 100万人以上

資料：1990年は総務省「国勢調査」、2015年及び2040年は国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口
（平成30年推計）」

（注） 1990年の市町村数は、東京都の特別区部は1市として計算した。
（注） 2015年、2040年の市区町村（自治体）は2018年3月1日現在の1,682市町村（778市、東京23区、713町、

168村）で、福島県内の市町村は含まない。

また、総務省「令和2年国勢調査」によると、2020（令和2）年には、市町村数の
46.1％を占める「市」で、人口の91.8％を占める一方、市町村数の53.9％を占める「町
村」では、人口の8.2％を占めるに過ぎない。さらに、市町村数の29.2％を占める人口5
万人以上の市で、人口の84.1％を占めており、全国的にみても、我が国の人口は、人口
の多い一部の市に集中しているといえる（図表1-2-5）。

＊2	 「平成27年国勢調査」によると、2015（平成27）年の市町村数は1,719である。
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	 図表1-2-5	 2020年の人口階級別市町村数と人口割合

6.4

54.0

22.8

30.1

16.9

7.6

8.1

3.3

15.1

2.9

13.8

1.3

16.9

0.6

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

市町村数

人口

２万以上

町村市

20万以上 ５万～20万未満 ５万未満 １万～２万未満 ５千～１万未満 ５千未満

（％）

資料：令和2年総務省「国勢調査」
（注） 東京都特別区部は1市として計算。市町村数は1,719である。

（2015年と2045年を比べると、15歳から64歳人口は、ほぼ全ての市区町村で減少し、
65歳以上人口は、約4割の市区町村で増加する。）

市区町村における年代別人口の変化をみてみたい。「日本の地域別将来推計人口（平成
30年推計）」によると、2045（令和27）年には、全市区町村の62.1％を占める1,045市
区町村において、2015（平成27）年に比べて15歳から64歳の人口が4割以上減少する

（図表1-2-6）。また、全市区町村の40.7％を占める685市区町村において、2015（平成
27）年に比べて65歳以上の人口が増加する（図表1-2-7）。

	 図表1-2-6	 2045年における15歳から64歳人口の指数別市区町村数と割合（2015年を
100とした場合）

0% 50% 100%

2045年

40未満 40～60 60～80 80～100 100以上

382

(22.7)

663

(39.4)

430

(25.6)

183

(10.9) 24(1.4)

資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（平成30年推計）
注1）15-64歳人口の指数とは、平成27（2015）年の15-64歳人口を100としたときの15-64歳人口の値のこと。
注2）グラフ中の数字は市区町村数、カッコ内の数字は1,682市区町村に占める割合（％）。
注3）割合については四捨五入して表記したため合計が100にならないことがある。

	 図表1-2-7	 2045年における65歳以上人口の指数別市区町村数と割合（2015年を100とし
た場合）

0% 50% 100%

2045年

50未満 50～100 100～150 150～200 200以上

2(0.1)

65(3.9)

932

(55.4)

606

(36.0)

77(4.6)

資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（平成30年推計）
注1）65歳以上人口の指数とは、平成27（2015）年の65歳以上人口を100としたときの65歳以上人口の値のこと。
注2）グラフ中の数字は市区町村数、カッコ内の数字は1,682市区町村に占める割合（％）。
注3）割合については四捨五入して表記したため合計が100にならないことがある。
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	3	地方公共団体の支援体制
（地方公共団体の担う事務は複雑化する一方で、地方公共団体の総職員数は2016年まで
減少してきた）

2022（令和4）年4月1日現在の地方公共団体の総職員数は、2,803,664人（対前年比
3,003人増）であり、そのうち、都道府県の職員数は1,434,909人（対前年比2,768人
増）、市町村等の職員数は1,368,755人（対前年比235人増）であった。地方公共団体の
総職員数は、1994（平成6）年をピークとして、2016（平成28）年まで一貫して減少
し、その後、横ばいから微増傾向にある（図表1-2-8）。

	 図表1-2-8	 地方公共団体の総職員数の推移

1

〈地方公共団体の総職員数の推移（平成６年～令和４年）〉

3,282
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2,743
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2,801
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3,000
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3,180
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千人

▲４８万人（▲１５％）
（R4対H6年比）

（H17～H22） 集中改革プランに
より約23万人の減

（H6）総職員数
最大

年

一般行政部門における福祉関係職員数をみると、都道府県は62,245人で、市町村等は
321,312人である。市町村等の福祉関係職員数は、2016（平成28）年以降は増加傾向にある
ものの、2022（令和4）年と2005（平成17）年を比較すると、約3.2万人減少している＊3。

特に、第2章で述べるように、地方公共団体の福祉関係職員が担う業務は複合化・複雑化
している。また、近年、頻発している大規模災害や、新型コロナウイルス感染症への対応な
ど、平常時の業務を行いながら、突発的で多大な事務量となる業務への対応が生じている。

（民生委員・児童委員の担い手の確保が喫緊の課題となっている）
民生委員・児童委員（以下「民生委員」という。）は、地域における最も身近な相談相手、

様々な課題を抱える住民への相談、訪問・見守り活動など、住民のニーズを踏まえた多様
な活動をしている。民生委員法（昭和23年法律第198号）に基づき、3年に1度、民生委
員の一斉改選が行われており、直近では2022（令和4）年12月1日に一斉改選が行われ
た。本改選において、定員数は24万547人、委嘱数は22万5,356人（充足率93.7％）、
欠員数は15,191人となった。福祉行政報告例で把握している毎年度末の民生委員の充足率
は、近年、減少傾向がみられる。また、同改選では、新任委員が72,070人（32.0％）、再
任委員が153,286人（68.0％）であり、再任委員の割合が約7割となった。

＊3	 総務省「地方公共団体定員管理調査結果」によると、2005（平成17）年4月1日で352,923人であり、2022（令和4）年4月1日で
は321,312人である。
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近年では、住民の抱える課題が複雑化・多様化し、民生委員の活動は広範多岐にわたっており、
その活動への負担が課題となっている。また、民生委員の方 の々多くは高齢者がその担い手となって
いるが、仕事をしている高齢者の方 が々増えていることなどから、担い手の確保が困難になっている。

（民生委員・児童委員の活動の理解を促す普及啓発の推進が求められる）
2022（令和4）年に全国民生委員児童委員連合会が実施したインターネット調査によ

ると、「民生委員・児童委員」を知っている割合は64.0％となっており、その存在は一定
程度、認知されている一方で、「役割や活動内容まで知っている」のは5.4％に留まって
いる。民生委員の活動などが広く理解されることは、民生委員の活動を推進していく上で
重要であり、将来の担い手確保にも資すると考えられる。このため、民生委員制度や民生
委員活動に関する普及啓発を進めていくことが重要である。

また、第2章で見るように、住民の抱える課題の複雑化・多様化に伴う、民生委員活動への負
担が増しているため、民生委員活動への行政によるサポートの充実や、民生委員協力員を配置する
など、過度な負担を軽減するような取組みを実施している自治体もあり、更なる普及が求められる。

民生委員・児童委員とその活動
民生委員は、1917（大正6）年に岡山県
で創設された「済世顧問制度」を始まりとす
る。翌1918（大正7）年には大阪府で「方
面委員制度」が発足。1928（昭和3）年に
は方面委員制度が全国的に普及した。1946
（昭和21）年の「民生委員令」によって「民
生委員制度」となり、現在は「民生委員法」
に基づき厚生労働大臣から委嘱されて社会福
祉の増進に努める非常勤・無給の地方公務員
であり、「児童福祉法」に基づく児童委員を
兼ねている。
具体的には、
・�担当区域の高齢者や障害者のいる世帯、児
童・妊産婦・ひとり親家庭などの状況把握
（家庭訪問や地域での情報収集など）
・�ニーズに応じた福祉サービスなどの情報提
供
・支援が必要な方への相談支援
・�児童の登下校時の声かけ、パトロール活動�
など、自らも地域住民である強みを活かして
多彩な活動に取り組んでいる。

＊1	 民生委員・児童委員の任期は3年であり、任期満了時には一斉に改選が行われる（再任可）。

継続するなり手不足
2022（令和4）年12月の一斉改選＊1では

定数約24万547人に対し、委嘱数は22万
5,356人（充足率93.7％）。1万5,191人の
欠員が生じている。近年、委員の定数に対す
る委嘱数の割合を示す充足率は低下傾向にあ
り、担い手の確保が課題となっている。

社会福祉協議会とは
社会福祉協議会は、民間の社会福祉活動を
推進することを目的とした非営利の組織で市
区町村、都道府県、全国それぞれの単位で存
在している。
古くから、家庭奉仕員、ホームヘルプ（今
でいう訪問介護に近い。）サービスの担い手
として事業を行ってきたほか、地方公共団体
が行う事業の受託、地域福祉に必要な事業の
実施、民生委員・児童委員を含む福祉関係者
間のネットワークづくりなど、本欄には書き
切れないほど多くの仕事を担っている。

民生委員・児童委員ってなに？	社会福祉協議会ってなに？コラム

17令和5年版　厚生労働白書

第1部　つながり・支え合いのある地域共生社会

第

1
章

社
会
保
障
を
取
り
巻
く
環
境
と
人
々
の
意
識
の
変
化

厚労2023_1-01.indd   17厚労2023_1-01.indd   17 2023/07/18   11:45:312023/07/18   11:45:31



	4	地域社会に対する意識
（居住地域での暮らしについては、大規模都市の方が満足度が高い傾向にある。）

居住地域での暮らしについての満足度については、内閣府「地域社会の暮らしに関する
世論調査」（2020（令和2）年）によると、人口20万人未満の都市では「満足」・「やや満
足」とする者の割合が77.9％、人口20万人以上の都市は86.1％となっている。

年齢別で見ると、全ての年代で、人口20万人未満の都市よりも人口20万人以上の都市
の満足度が高くなっている。特に18～29歳では、人口20万人以上の都市では、「満足」
とする者の割合は46.0％であり、人口20万人未満の都市よりも約20ポイント高くなっ
ている。また、人口20万人未満の都市では、70歳代の満足度がもっとも高くなっている

（図表1-2-9）（図表1-2-10）。

福祉のフロントランナーとしての社会福
祉協議会
社会福祉協議会には、福祉の在り方をリー
ドしてきた先進事例がある。例えば、ひきこ
もりの方への、支える側と支えられる側を固
定化しない「藤里方式」の支援で知られる秋

田県藤里町社会福祉協議会、生活困窮者自立
支援制度の検討に実践・理論の両面で深くか
かわった大阪府豊中市社会福祉協議会のよう
な先進事例が、今後も登場することを期待し
たい。

年間１人当たり民生委員・児童委員の活動件数（活動内容別）

○ 過去５年間において、「訪問回数」は年間１人当たり約142件～165件であり、活動内容として一番多くなって
いる。

○ 新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、令和元年度、令和２年度は全体的に活動件数が下がっているも
のの、令和３年度の活動件数は上昇に転じている。
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21.6

1.6 0.2

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

160.0

180.0

相
談
・支
援

調
査
・実
態
把
握

行
事
・事
業
・会
議
へ

の
参
加
協
力

地
域
福
祉
活
動
・自

主
活
動

民
児
協
運
営
・研
修

証
明
事
務

要
保
護
児
童
の
発
見

の
通
告
・仲
介

訪
問
回
数

H29 H30 R1 R2 R3

（件）

注）年間１人当たり件数は「福祉行政報告例」による各年度分の「活動件数」を「民生委員委嘱数」で除したもの

142.4

注）年間1人当たり件数は「福祉行政報告例」による各年度分の「活動件数」を「民生委員委嘱数」で除したもの

民生委員・児童委員のマーク
現在のマークは 1960（昭和 35）年に公募で
選ばれたものです。
幸せのめばえを示す四つ葉のクローバーをバ
ックに、民生委員の「み」の文字と児童委員を
示す双葉を組み合わせ、平和のシンボルの鳩
をかたどって、愛情と奉仕を表しています。

民生委員・児童委員のマーク

現在のマークは1960（昭和35）年に公募で選
ばれたものです。
幸せのめばえを示す四つ葉のクローバーをバック
に、民生委員の「み」の文字と児童委員を示す双
葉を組み合わせ、平和のシンボルの鳩をかたどっ
て、愛情と奉仕を表しています。
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	 図表1-2-9	 地域での暮らしに対する満足度（人口20万人未満）
(a) 人口20万人未満

総 数 ( 2,751 人)

〔 年 齢 〕

18 ～ 29 歳 ( 272 人)

30 ～ 39 歳 ( 309 人)

40 ～ 49 歳 ( 432 人)

50 ～ 59 歳 ( 457 人)

60 ～ 69 歳 ( 496 人)

70 歳 以 上 ( 785 人)

（該当者数）

26.1 

25.6 

25.0 

23.4 

24.2 

33.6 

50.0 

52.4 

50.9 

48.8 

50.8 

51.0 

0.4 

1.0 

1.6 

1.5 

1.6 

2.2 

18.0 

16.8 

19.4 

22.8 

20.4 

10.7 

5.5 

4.2 

3.0 

3.5 

3.0 

2.5 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
（％）

無回答

27.2 50.6 

1.6 

17.2 3.3 

満足（小計）77.9 不満（小計）20.6

満足 やや満足 やや不満 不満

資料：内閣府「地域社会の暮らしに関する世論調査」（2020（令和2）年）

	 図表1-2-10	 地域での暮らしに対する満足度（人口20万人以上）
(b) 人口20万人以上

総 数 ( 1,155 人)

〔 年 齢 〕

18 ～ 29 歳 ( 124 人)

30 ～ 39 歳 ( 129 人)

40 ～ 49 歳 ( 204 人)

50 ～ 59 歳 ( 226 人)

60 ～ 69 歳 ( 193 人)

70 歳 以 上 ( 279 人)

（該当者数）

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

46.0 

37.2 

37.3 

33.6 

33.7 

37.3 

41.1 

47.3 

47.1 

54.4 

49.2 

50.9 

1.6 

-

1.0 

1.8 

2.6 

1.4 

9.7 

14.0 

12.3 

8.0 

13.0 

7.9 

1.6 

1.6 

2.5 

2.2 

1.6 

2.5 

36.9 49.2 

1.5 

10.4 2.1 

無回答

満足（小計）86.1 不満（小計）12.5

満足 やや満足 やや不満 不満

（％）

資料：内閣府「地域社会の暮らしに関する世論調査」（2020（令和2）年）

（新型コロナウイルス感染症の拡大前と比較し、東京圏の在住者で地方移住への関心を持
つ者が増加し、特に20歳代の若者でその傾向が強い）

東京圏在住者でみると、地方移住への関心がある者の割合は、新型コロナウイルス感染
症の拡大前である2019（令和元）年12月が25.1％であったのに対して、2023（令和5）
年3月では35.1％と大きく増加している。また、20歳代に限ってみると、2019年12月
で32.1％であったのに対して、2023年3月では44.8％と半数近くの者が関心を持ってい
る（図表1-2-11）。
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	 図表1-2-11	 地方移住への関心（東京圏在住者）

24.6%

30.2%

29.0%

29.4%

45.2%

36.7%

36.8%

35.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%100%

2020年5月

2021年4-5月

2022年6月

2023年3月

強い関心がある 関心がある やや関心がある

あまり関心がない まったく関心がない

23.7%

31.6%

29.2%

29.9%

37.1%

27.4%

25.6%

25.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2020年5月

2021年4-5月

2022年6月

2023年3月

強い関心がある 関心がある やや関心がある

あまり関心がない まったく関心がない

地方移住への関心（東京圏在住者）

全年齢 20歳代
＜東京圏＞ ＜東京圏＞

33.2％

35.1％

34.2％ 45.2％

39.2％

40.9％

44.8％

30.2％

資料：内閣府政策統括官（経済社会システム担当）「第6回新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変
化に関する調査」を一部改変

ここでは、新型コロナウイルス感染症の拡大による生活行動の変化の一つとして挙げら
れるテレワークなどについての現状を見てみたい。

テレワークや副業・兼業＊1は、働き方の多
様化や柔軟化の方策の1つとして、新型コロ
ナウイルス感染症禍（以下「新型コロナ禍」
という。）以前から推進することとされてい
た＊2。今回の新型コロナ禍において、これら
は加速されたのだろうか。

テレワーク実施率
内閣府政策統括官（経済社会システム担
当）が行っている「新型コロナウイルス感染
症の影響下における生活意識・行動の変化に
関する調査」＊3（以下「内閣府調査」という。）
の結果によれば、テレワークの実施率は、東
京都23区の数字をみると、新型コロナ禍前
の2019（令和元）年12月には17.8％で
あったが、新型コロナ禍に入って以降は、
48.4％（2020年5月）、42.8％（2020年
12月）、53.5％（2021年4-5月）、55.2％
（2021年9-10月）、50.6％（2022年6月）、
51.6％（2023年3月）となっている。新型
コロナ禍に入って急激に実施率が上昇した後

＊1	 「副業」と「兼業」には一般化した定義の違いがみられないため、「・」で繋いで表記している。
＊2	 「働き方改革実行計画」（2017（平成29）年3月28日働き方改革実現会議決定）の「5．柔軟な働き方がしやすい環境整備」
＊3	 https：//www5.cao.go.jp/keizai2/wellbeing/covid/index.html

は、感染の「波」などに影響された上下はあ
るものの、新型コロナ禍の環境では定着して
きているといえそうだ。

副業・兼業の実施状況
総務省統計局「就業構造基本調査」による

と、新型コロナ禍前の4回の調査時点
（2002,2007,2012,2017年）において、有
業者における副業がある者の比率は3.9％、
4.0％、3.6％、4.0％と横ばいであり、本業
が正規の職員・従業員の場合、2.4％、2.2％、
1.8％、2.0％、非正規の職員・従業員の場
合、5.3％、5.4％、5.3％、5.9％となって
いる。新型コロナ禍以降の時期について、先
述の内閣府調査では13％程度となっている。
また、テレワークができるようになって時間
に余裕ができたことを理由に副業・兼業を始
めた人が増えているという指摘もあるが、
2021（令和3）年9-10月時点の第4回内閣
府調査では、2019年12月時点と比べた職
業選択・希望の変化として「副業を持った」

新型コロナウイルス感染症禍とテレワーク、副業・兼業コラム
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（居住地域で満足していることとしては、家族が近隣にいることが都市の規模にかかわら
ず上位にある一方、地域の人々のつながりは都市の規模により差がみられる）

2020（令和2）年の内閣府「地域社会の暮らしに関する世論調査」によると、居住地域
での暮らしで満足していることとして、都市規模にかかわらず「日常的な買い物のしやす
さ」を選択する者が最多であるが、「家族が同居又は近い場所に住んでいること」も40％
以上を占めており、家族が近くにいることは居住地域の満足度を高めていると考えられる。

一方で、「地域の人々のつながり」や「親戚・友人が近い場所に住んでいること」は、
人口規模の少ない都市の方が満足していることとして選択している者の割合が高い。ま
た、「公共交通機関の利便性」や「医療施設が整備されていること」は、人口20万人以上
の都市の者が満足していることとして選択している割合が高い（図表1-2-12）。

としたのは3.1％であり、「副業に関心があ
るが、行っていない」人が52.3％であるこ
とを踏まえれば、実行に移す人は限定的なよ
うである（「副業に関心が無く、行っていな
い」人は34.3％であった。）。

テレワーク実施者の働き方への意識
内閣府調査では、働く上で重視することに

ついて、就業者全体とテレワーク経験者に分
けて集計したものも示している。これによる
と、テレワーク経験者が3～5％ポイント程
度（「テレワークやフレックスタイムなど柔
軟な働き方ができること」は23％ポイント）
上回っているものが多く、テレワーク経験者
は、働き方や職場環境についての関心や意識
が相対的に高いことがうかがえて興味深い。

資料：内閣府政策統括官（経済社会システム担当）「第６回 新型コロナウイルス感染症の

影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」（令和５年４月 日結果公表）

を一部改変

地域別のテレワーク実施率※（就業者）

※働き方に関する問に対し、「テレワーク（ほぼ ％）」、「テレワーク中心（ ％以上）で定期的にテレワークを併用」、「出勤
中心（ ％以上）で定期的にテレワークを併用」、「基本的に出勤だが不定期にテレワークを利用」のいずれかに回答した人の割合

年 月 年 月 年 月 年 月 年 月 年 月 年 月

全国 東京 区 地方圏

働く上で重視するもの（就業者）

※「重視するようになったものは特にない」と回答した人の割合は、就業者
全体で ％、テレワーク経験者で ％

（回答者数 回答対象者数） 歳代 歳代 歳代 歳代
歳代
以上

就業形態
（正規、非正規）

給料の額
（ボーナスを含む）

職場の人間関係・雰囲気

労働時間が適切であること

仕事にやりがいがあること

テレワークやフレックスタ
イムなど柔軟な働き方が

できること

福利厚生が
充実していること

副業・兼業ができること

昇進・昇級、仕事に対する
評価に納得できること

キャリアパスを描ける、
キャリアビジョンを
実現できること

その他

重視するようになったもの
は特にない

その他

キャリアパスを描ける、キャリアビ

ジョンを実現できること

昇進・昇級、仕事に対する評価に納

得できること

副業・兼業ができること

福利厚生が充実していること

テレワークやフレックスタイムなど

柔軟な働き方ができること

仕事にやりがいがあること

労働時間が適切であること

職場の人間関係・雰囲気

給料の額（ボーナスを含む）

就業形態（正規、非正規）

就業者全体 テレワーク経験者

資料：内閣府政策統括官（経済社会システム担当）「第6回　新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行
動の変化に関する調査」（令和5年4月19日結果公表）p.11を一部改変
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	 図表1-2-12	 居住地域での暮らしについて満足していること

（複数回答）     

日 常 的 な 買 い 物 の し や す さ

家族が同居又は近い場所に住んでいる
こと

住 環 境 の 良 さ

親戚・友人が近い場所に住んでいるこ
と

地 域 の 人 々 の つ な が り

道 路 が 整 備 さ れ て い る こ と

公 共 交 通 機 関 の 利 便 性

子育て・教育施設（保育園・幼稚園・学校
など）が整備されていること

医 療 施 設 が 整 備 さ れ て い る こ と

文化施設（博物館や図書館、公民館な
ど）が整備されていること

子 育 て の し や す さ

福祉施設（介護施設、障害者支援施設
など）が整備されていること

そ の 他

特 に な い

無 回 答

（注）(a)人口20万人未満と(b)人口20万人以上とは、調査の設計が異なる、

47.7

47.0

42.3

33.4

31.6

23.5

19.7

19.4

18.8

16.1

12.8

11.3

2.9

6.6

2.2

62.5

43.7

48.7

23.2

19.3

29.1

44.5

20.3

30.2

16.5

10.3

10.6

1.1

4.2

1.9

0 10 20 30 40 50 60 70

（a）人口20万人未満 （n=2,751人、M.T.=335.3%）

（b）人口20万人以上 （n=1,155人、M.T.=366.1%）

(％)

資料：内閣府「地域社会の暮らしに関する世論調査」（2020（令和2）年）
（注）（a）人口20万人未満と（b）人口20万人以上とは、調査の設計が異なる、別々の調査であることに留意する必要が

ある。
M.T.（Multiple Total）：1回答者が2以上の回答をすることができる質問のとき、M.T. は回答数の合計を回答者数

（n）で割った比率。

（地域の生活環境で行政に求めるものは、都市規模に関わらず雇用の場の確保が最多であ
り、人口20万人未満の都市では地域の担い手の確保なども上位に挙げられる）

同調査において、「地域における生活環境に関して行政が力を入れるべき施策」として
は、「地域の雇用の場の確保」が、人口20万人未満の都市で43.6％、人口20万人以上の
都市で35.7％と都市規模を問わず最多であった（図表1-2-13）。
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	 図表1-2-13	 地域における生活環境に関して行政が力を入れるべき施策

（複数回答）     

地 域 の 雇 用 の 場 の 確 保

コミュニティバスなどの移動手段の確保

地域の担い手（若者、町内会など）の育
成・確保

福祉施設（介護施設、障害者支援施設な
ど）の整備

食品や日用品などの配達サービスの支
援

住宅の保守・建て替え支援、公営住宅の
整備

食品や日用品などの移動販売の支援

子育て・教育施設（保育園・幼稚園・学校
など）の整備

地域内外の人が集まる交流場所の整備

文化施設（博物館や図書館、公民館な
ど）の整備

インターネットを活用した遠隔授業・講座

そ の 他

無 回 答

地域における生活環境に関して行政が力を入れるべき施策

43.6

36.0

33.3

32.3

30.2

26.9

23.4

22.6

15.1

10.5

9.9

2.3

3.7

35.7

31.7

26.1

34.5

29.8

30.6

16.9

24.4

13.7

11.0

12.6

1.8

4.0

0 10 20 30 40 50

（a）人口20万人未満 （n=2,751人、M.T.=289.9%）

（b）人口20万人以上 （n=1,155人、M.T.=272.7%）

(％)

資料：内閣府「地域社会の暮らしに関する世論調査」（2020（令和2）年）
（注）（a）人口20万人未満と（b）人口20万人以上とは、調査の設計が異なる、別々の調査であることに留意する必要が

ある。
M.T.（Multiple Total）：1回答者が2以上の回答をすることができる質問のとき、M.T. は回答数の合計を回答者数

（n）で割った比率。

人口20万人未満の都市について見ると、次いで、「コミュニティバスなどの移動手段の
確保」（36.0％）、「地域の担い手（若者、町内会など）の育成・確保」（33.3％）となって
いる。特に町村では、「地域の担い手（若者、町内会など）の育成・確保」を選択した者
の割合が高くなっている＊4。

また、人口20万人以上の都市について見ると、「地域の雇用の場の確保」に次いで、
「福祉施設（介護施設、障害者支援施設など）の整備」を選択した者の割合が34.5％と
なっている。「地域の担い手（若者、町内会など）の育成・確保」を選択した者の割合は
26.1％と、人口20万人未満の都市と比較すると少ない割合になっている。

＊4	 人口10万人未満の小都市では、「地域の雇用の場の確保」（46.3％）、「コミュニティバスなどの移動手段の確保」（35.2％）、「地域の担
い手（若者、町内会など）の育成・確保」（33.9％）。町村では、「地域の雇用の場の確保」（44.3％）、「地域の担い手（若者、町内会な
ど）の育成・確保」（39.2％）、「コミュニティバスなどの移動手段の確保」（36.2％）。
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（小括）
全国的な人口減少を都道府県、市町村別に見てみると、東京圏を中心とする大都市圏や

人口の多い一部の市に人口が集中しているが、今後、人口の5千人未満の市町村は増加す
る傾向がみられる。2045（令和27）年に向けて15歳から64歳の人口は、ほぼ全ての市
区町村で減少し、65歳以上の人口は、約4割の市区町村で増加すると見込まれる。

地域社会に求めるものは、人口規模を問わず「地域の雇用の場の確保」が最多である。
また、人口20万人未満の市町村、特に町村では、「地域の担い手（若者、町内会など）の
育成・確保」を求める割合が高いなど、雇用の問題やそれに伴う若者の減少を背景に、地
域の担い手の確保が難しい地域の切実な様子もうかがえる。

一方で、居住地域での暮らしで満足していることは、人口20万人以上の市は「日常的
な買い物のしやすさ」などの利便性をあげる一方で、人口20万人未満の市町村は「地域
の人々のつながり」の割合が高くなっているなど、地域の特性や、住民が感じるその地域
の良さも様々である。また、地方移住に関心をもつ者も増加しているなど、特に大都市の
人々を中心に、地域に対する意識に変化の兆しもみられる。

	 第3節	 人々の交流に対する意識

	1	人々の交流に対する意識
第1節及び第2節では、地域社会の姿の変化と自らの居住する地域についての意識につ

いて見てきたが、ここでは、地域、家族や親族、勤め先といった関係性（「血縁・地縁・社
縁」などと表現される。）における人との交流や支え合いに対する意識について見ていく。

（地縁・血縁・社縁でみても「形式的つきあい」を望む者が増加してきた）
NHK放送文化研究所による「日本人の意識」調査では、血縁・地縁・社縁といった3

つの関係性について、「形式的つきあい」「部分的つきあい」「全面的つきあい」のいずれが
望ましいと考えるかを1970年代から調査している。血縁・地縁・社縁のいずれにおいて
も、「なにかにつけて相談したり、たすけ合えるようなつきあい」（「全面的つきあい」）を
望ましいとする者の割合は、大きく減少してきており、一方で、「形式的つきあい」を望
ましいとする者の割合は増加してきている（図表1-3-1）。
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	 図表1-3-1	 つきあいとして望ましいもの
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資料：NHK放送文化研究所「日本人の意識」調査
この調査では、以下のとおり定義されている。
・ 形式的つきあい：親せきでは「一応の礼儀をつくす程度のつきあい」、隣近所の人では「会ったときに、挨拶する程

度のつきあい」、職場の同僚では「仕事に直接関係する範囲のつきあい」。
・ 部分的つきあい：親せきでは「気軽に行き来できるようなつきあい」、隣近所の人では「あまり堅苦しくなく話し合

えるようなつきあい」、職場の同僚では「仕事が終わってからも、話し合ったり遊んだりするつきあい」。
・全面的つきあい：なにかにつけて相談したり、たすけ合えるようなつきあい。

（地域における交流に対する意識は、若年層や大都市において、「挨拶をする程度」を望む
割合が高い）

人々の日常的な交流相手やその内容は、地域や年齢によっても異なる傾向があるとみら
れる。地域における交流に対する意識について見てみると、令和4年度「社会意識に関す
る世論調査」（内閣府）において、大都市や中都市ほど、望ましい地域での付き合いの程
度を「地域の行事等に参加したり困ったときに助け合う」付き合いや「地域の行事や会合
に参加する程度の付き合い」とする者の割合は低く、「世間話をする程度」や「挨拶をす
る程度」の付き合いとする者の割合は高い（図表1-3-2）。また、20歳代や30歳代では

「挨拶をする程度」、「世間話をする程度」が望ましいとする者の割合が高い一方、40代以
降は「地域の行事等に参加したり困ったときに助け合う」付き合いを望ましいとする者の
割合が高くなるなど、年代による傾向の違いもみられる（図表1-3-3）。

	 図表1-3-2	 望ましい地域での付き合いの程度（都市規模別）

2233..99

2299..22

3355..33

3333..33

2244..11

2266..00

3333..88

3355..33

2233..55

2222..22

1166..00

1199..66

2244..55

2200..88

1100..66
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11..22

11..33

11..99

00..66

33..00

00..77

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

大都市

中都市

小都市

町村

望ましい地域での付き合いの程度（都市規模別）

１．地域の行事等に参加したり困ったときに助け合う ２．地域の行事や会合に参加する程度の付き合い

３．世間話をする程度の付き合い ４．挨拶をする程度の付き合い

５．地域での付き合いは必要ない 無回答

（％）

資料：内閣府「社会意識に関する世論調査」（令和4年12月調査）
（注） 都市規模区分は、大都市（東京都区部、政令指定都市）、中都市（人口20万人以上の市、人口10万人以上の市）、小

都市（人口10万人未満の市）及び町村（町、村）である。
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	 図表1-3-3	 望ましい地域での付き合いの程度（年齢別）
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３．世間話をする程度の付き合い ４．挨拶をする程度の付き合い

５．地域での付き合いは必要ない 無回答

（％）

資料：内閣府「社会意識に関する世論調査」（令和4年12月調査）

（人々の交流相手は年代により傾向が異なる）
それでは、血縁・地縁・社縁が希薄化してきた傾向もみられる中で、日々、人々はどの

ような相手とどのような交流を持っているのか。
厚生労働省「令和4年度少子高齢社会等調査検討事業」によると、月1回以上、対面で

のコミュニケーションを取った相手を見ると、「居住地域の近隣の人」については、男女
とも年代が上がるほど高く、年齢による違いが大きい。「居住地域における活動の仲間」
については、20歳代から50歳代までは約10％であるが、60歳代の女性は17.7％、70
歳代は男性が35.6％、女性が23.2％と高齢世代で高くなっている。

一方で、「現在属している学校・職場の友人・同僚」は、どの年代も男性の割合が高く、
女性は60歳代から、男性は70歳代から大幅に低くなる。
「ゲームやSNS、オンライン上での友人・知人」は20歳代から40歳代の男性は約

10％、20歳代の女性は11.7％であるが、それ以外では10％以下となっている。（図表
1-3-4）。
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	 図表1-3-4	 月1回以上、対面でのコミュニケーションを取った相手（年齢別）
1-3-4 月１以上の対面コミュニケーション相手-Nik.xlsx ★使う図★
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資料：厚生労働省「令和4年度少子高齢社会等調査検討事業」

（関係性の希薄化に加え、コロナ禍で人と人との接触機会が減少し、長期化したことで孤
独・孤立の問題が顕在化・深刻化した）

このように、人と人の関係性やつながりは希薄化し、職場・地域・家族や親族内で問題
を共有しつつ相互に支え合う機会の減少をもたらしている側面があると考えられる。

さらに、新型コロナウイルス感染症禍では、人と直接会う機会が大幅に制限されたこと
もあり、コミュニケーションの在り方も大きく変化した時期もあった（図表1-3-5）。社
会全体のつながりが希薄化している中で、新型コロナウイルス感染症の拡大により、人と
人との接触機会が減少し、それが長期化することで、社会において内在していた孤独・孤
立の問題が顕在化・深刻化してきた。

27令和5年版　厚生労働白書

第1部　つながり・支え合いのある地域共生社会

第

1
章

社
会
保
障
を
取
り
巻
く
環
境
と
人
々
の
意
識
の
変
化

厚労2023_1-01.indd   27厚労2023_1-01.indd   27 2023/07/18   11:45:382023/07/18   11:45:38



	 図表1-3-5	 コロナ禍におけるコミュニケーションの変化

増えた 変わらない 減った 無回答

0％

2.3

1.0

20％ 40％ 60％ 80％ 100％

人と直接会って
コミュニケーション

をとること

令和4年 （11,218） 27.4 69.2 1.1

令和3年 （11,867） 30.0 67.6 1.4

人と直接会わずに
コミュニケーション

をとること

令和4年 （11,218） 25.5 55.9 15.4 3.1

令和3年 （11,867） 24.7 59.3 13.3 2.7

資料：内閣官房「人々のつながりに関する基礎調査」（2021年・2022年）

（男性は50歳代、女性は20歳代や30歳代の若年層で孤独を強く感じている者の割合が
高い）

日本においては、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響が長期化することによ
り、孤独・孤立の問題がより一層深刻な社会問題となっていることを受けて、2021（令
和3）年2月に孤独・孤立対策担当大臣が指名され、政府一丸となって孤独・孤立対策に
取り組むことになり、2021年及び2022（令和4）年には、孤独・孤立の実態把握に関す
る「人々のつながりに関する基礎調査」を実施した。

2022年の調査結果を前年と比較すると、直接質問＊5では孤独感が「時々ある」、「たま
にある」及び「ほとんどない」と回答した者の割合が拡大し、「決してない」と回答した
者の割合が縮小している。間接質問＊5では、孤独感スコア（最低点3点～最高点12点）
が「10～12点（常にある）」及び「7～9点（時々ある）」の者の割合が拡大し、「3点（決
してない）」の者の割合が縮小している（図表1-3-6）。年代・性別でみると、直接質問で

「しばしばある・常にある」と回答した者の割合は、男性が50歳代、女性は30歳代で高
くなっている。また、間接質問で孤独感スコアが「10～12点」の者の割合は、男性では
30歳代、女性では20歳代で高くなっている（図表1-3-7、図表1-3-8）。

＊5	 この調査では、孤独という主観的な感情をより的確に把握するため、直接質問と間接質問の2種類の質問により孤独感を把握している。
直接質問は、「あなたはどの程度、孤独であると感じることがありますか」という質問である。間接質問は、カリフォルニア大学ロサン
ゼルス校（UCLA）のラッセルが考案した「UCLA孤独感尺度」の日本語版の3項目短縮版に基づくもので、設問に「孤独」という言葉
を使用せずに孤独感を把握するもの。
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	 図表1-3-6	 2021年と2022年の比較

令和4年 （11,218）

令和3年 （11,867）

4.9

4.5

15.8

14.5

19.6

17.4

40.6

38.9

18.4

23.7 0.90.9

0.60.6

しばしばある・常にある 時々ある たまにある ほとんどない 決してない 無回答

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

n

令和4年 （11,218）

令和3年 （11,867）

7.1

6.3

41.6

37.1

37.0

37.4

13.5

18.5 0.70.7

0.90.9

10～12点
（常にある）

7～9点
（時々ある）

4～6点
（ほとんどない）

3点
（決してない）

無回答

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

n

資料：内閣官房「人々のつながりに関する基礎調査」（2021年・2022年）

	 図表1-3-7	 男女、年齢階級別孤独感（直接質問）
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男性、年齢階級別孤独感（直接質問）

しばしばある・常にある 時々ある たまにある ほとんどない 決してない 無回答

4.6 

5.1

7.1

7.9

5.9

5.1

3.5

2.0

2.6

15.9 

17.1

22.3

20.1

17.8

16.3

13.9

10.0

16.1

20.3

18.4

20.9

19.2

20.4

22.9

21.2

19.3

17.8

40.3

34.8

29.8

33.2

37.3

40.2

43.6

48.3

42.8

18.3

24.7

19.9

19.5

18.5

15.2

17.6

19.1

18.8

0.5

－

－

0.2

0.1

0.2

0.3

1.2

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性全体
(n=5936)

16～19歳
(158)

20～29歳
(493)

30～39歳
(662)

40～49歳
(950)

50～59歳
(974)

60～69歳
(980)

70～79歳
(1097)

80歳以上
(622)

女性、年齢階級別孤独感（直接質問）

しばしばある・常にある 時々ある たまにある ほとんどない 決してない 無回答

資料：内閣官房「人々のつながりに関する基礎調査」（2022年）
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	 図表1-3-8	 男女、年齢階級別孤独感（間接質問）
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80歳以上
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男性、年齢階級別孤独感（間接質問）

10～12点（常にある） 7～９点（時々ある） ４～６点（ほとんどない）

３点（決してない） 無回答
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女性、年齢階級別孤独感（間接質問）

10～12点（常にある） 7～９点（時々ある） ４～６点（ほとんどない）

３点（決してない） 無回答

資料：内閣官房「人々のつながりに関する基礎調査」（2022年）

（単身者や相談相手のいない者は孤独を強く感じている者の割合が高い）
単身者の孤独感を見てみると、直接質問では、孤独感が「しばしばある・常にある」と

回答した者の割合は、男性が11.9％、女性が7.0％（調査対象全体では4.9％）となって
いる。また、孤独感スコアが最も高い「10～12点」の者の割合は、男性が16.1％、女性
が8.1％で（調査対象全体では7.1％）であり、特に男性の単身者の孤独感が高くなって
いる（図表1-3-9、図表1-3-10）。

	 図表1-3-9	 男女別単身者の孤独感（直接質問）

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

全　体 （ 11,218） 18.440.619.615.84.9 0.6

男性単身 （ 793） 11.227.124.025.111.9 0.8

女性単身 （ 976） 11.534.326.120.27.0 0.9

同居人がいる （ 9,428） 19.842.418.614.64.1 0.5

しばしばある・常にある 時々ある たまにある ほとんどない 決してない 無回答

n

資料：内閣官房「人々のつながりに関する基礎調査」（2022年）
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	 図表1-3-10	 男女別単身者の孤独感（間接質問）

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

全　体 （ 11,218）

n

13.537.041.67.1 0.9

男性単身 （ 793） 8.623.251.116.1 1.0

女性単身 （ 976） 11.237.641.68.1 1.5

同居人がいる （ 9,428） 14.138.140.86.3 0.8

10～12点
（常にある）

7～9点
（時々ある）

4～6点
（ほとんどない）

3点
（決してない）

無回答

資料：内閣官房「人々のつながりに関する基礎調査」（2022年）

また、不安や悩みが生じた際の相談相手の有無別にみると、直接質問では、孤独感が
「しばしばある・常にある」と回答した者の割合は、相談相手が「いる」者は3.2％であ
るのに対し、「いない」者は19.5％となっている。また、孤独感スコアが最も高い「10～
12点」の者の割合は、相談相手が「いる」者は4.9％であるのに対し、「いない」者は
25.9％となっている（図表1-3-11、1-3-12）。

	 図表1-3-11	 不安や悩みの相談相手の有無別孤独感（直接質問）

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

全　体 （ 11,218）

n

18.440.619.615.84.9 0.6

い　る （ 10,021） 19.942.819.414.23.2 0.5

いない （ 1,163） 6.121.821.730.119.5 0.8

しばしばある・常にある 時々ある たまにある ほとんどない 決してない 無回答

資料：内閣官房「人々のつながりに関する基礎調査」（2022年）

	 図表1-3-12	 不安や悩みの相談相手の有無別孤独感（間接質問）

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

10～12点
（常にある）

7～9点
（時々ある）

4～6点
（ほとんどない）

3点
（決してない）

無回答

全　体 （ 11,218）

n

13.537.041.67.1 0.9

い　る （ 10,021） 14.739.440.24.9 0.8

いない （ 1,163） 2.816.254.225.9 1.0

資料：内閣官房「人々のつながりに関する基礎調査」（2022年）

このように、単身者や相談相手のいない者は孤独を強く感じている者の割合が高いとい
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う結果が見られる。孤独・孤立の状態は、人生のあらゆる場面で誰にでも起こり得るもの
である。日常生活での困りごとで周囲に手助けを求められないという問題も当然あるが、
それだけでなく、心身の健康面への影響や経済的な困窮などへの影響も懸念される。

諸外国でみると、英国では世界で最も早く2018（平成30）年に孤独担当大臣を任命し、
孤独対策に政策として取り組んだ。ここで、英国における孤独対策について見てみたい。

（2022年の自殺者数の総数は前年より増加した）
自殺者数は、男性が大きな割合を占める状況は続いているが、2020（令和2）年には

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響などで自殺の要因となり得る様々な問題が悪

英国の孤独対策
英国では、2018（平成30）年10月に「孤

独戦略」（A　connected�society.�A�strategy�
for�tackling�loneliness）を策定し、その後毎
年報告書（LONELINESS�ANNUAL�REPORT）
を公表している。同戦略の目標は、「孤独につ
いて話し合うことで、孤独を恥ずかしいと思う
人を減らすこと」「政府における政策の立案に
おいて、つながりの強化を考慮すること」「孤
独に取り組む上で、エビデンスに基づいた改
善を行うこと」の3点である。

孤独戦略の主な内容
戦略は、大別して以下の7つの内容から構
成される＊1。
①�かかりつけ医による地域活動やコミュニ
ティ活動の紹介
②�事業者による従業員の健康や社会生活の支
援
③�郵便配達員による通常業務の一環での見守
り実施（政府とロイヤルメイルが提携）
④�コミュニティカフェやアート空間等のコ
ミュニティスペースの増設
⑤�小中学校の人間関係教育の中への孤独問題
の組込み
⑥�各省施策の中に孤独対策の視点を取り入れる

＊1	 厚生労働省「2019年海外情勢報告」p.28
＊2	 閣僚ではなく、デジタル・メディア・文化・スポーツ省及び市民社会庁を担当する政務次官（日本の大臣政務官に相当）に

政府横断的な孤独対策という担務が付与されたもの。ジョンソン政権になってからは政府横断的（Cross governmental）
の語は明示されず、単に孤独（Loneliness）が担務として挙げられているのみとなり、2021年9月を最後に任命されなく
なっている。

⑦�長期的健康課題を抱える人々へのボランティ
ア活動を支援する試験プロジェクトの実施
これらは、イングランドの9つの政府部門

にわたる60項目の施策に細分化されて実施
されている。

特徴と日本への示唆
「孤独戦略」は世界初の孤独に対処するた
めの政府の戦略だが、先述した内容を考察す
ると、
・�地域の既存の（伝統的な）ネットワークの
仕組みを応用・支援するアプローチ

・�狭義の福祉関係者にとどまらない多様な主
体の参画を志向

・�教育段階、現役期、高齢期といったライフ
ステージにあわせた適切な取組み

と整理できる。突飛なものは見受けられず、
地に足の着いた施策という印象である。
英国の孤独対策が先進的と注目されたの

は、「孤独」という主観的要素の大きい問題
を社会全体の問題として政策テーマとして取
り組むと表明したことや、その推進のために
孤独担当大臣を2018年1月に任命したこ
と＊2であろう。
日本の孤独・孤立対策も、地に足の着いた、
息の長い取組みとしていく必要があるだろう。

「孤独対策先進国」英国の取組みが示唆するものコラム
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化したことなどにより、特に女性や小中高生の自殺者数が増え、総数（21,081人）は 11 
年ぶりに前年を上回った。2021（令和3）年には、総数（21,007人）は前年から減少し、
男性は12年連続で減少したものの、女性の自殺者数は増加し、小中高生の自殺者数は過
去2番目の水準となった。＊62022（令和4）年には、総数（21,881人）は、前年から874
人（4.2％）増加し、男性は13年ぶりの増加、女性は3年連続の増加となっている（図表
1-3-13）。また、小中高生の自殺者数は514人と過去最多となっている。

	 図表1-3-13	 自殺者数の年次推移
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資料：警察庁自殺統計原票データより厚生労働省作成資料：警察庁自殺統計原票データより厚生労働省作成

（自殺総合対策大綱を閣議決定し、地域における自殺対策の取組みや、こども、若者、女
性に対する支援を強化することとしている）

我が国では、2022（令和4）年に「自殺総合対策大綱～誰も自殺に追い込まれること
のない社会の実現を目指して～」を閣議決定し、地域における自殺対策の取組みや、こど
も、若者や女性に対する支援の強化などを図ることとしている。

また、自殺対策に関わる人材の養成として、2023（令和5）年度から、悩んでいる方
への「気づき」や「声かけ」を通じて、必要な支援につなげ、見守る「ゲートキーパー」
の養成を推進するための予算事業の新設や、ゲートキーパーを含めた支援者が孤独・孤立
に至らないような支援を行うこととしている。

さらに、自殺未遂の原因究明や実態把握を進めるため、厚生労働大臣の指定調査研究等
法人において、自殺未遂者が搬送された救急病院から自殺未遂に関する情報の提供を受け
て調査分析を実施し、その知見を救急病院や自治体にフィードバックすることとしている。

（「孤独・孤立対策の重点計画」に基づき、孤独・孤立の問題を抱える方の支援を進める）
孤独・孤立の問題を抱える当事者やその家族に対する支援を行っていくことは、自殺予

防にもつながるものである。孤独・孤立対策においては、孤独・孤立の問題やそれらから
生じ得る更なる問題に至らないようにする「予防」の観点が重要であるとともに、孤独・
＊6	 （資料）令和4年版自殺対策白書。警察庁「自殺統計」で公表されている自殺者数。
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孤立に悩む状態に至っても可能な限り速やかに当事者の望む状態に戻れるように取り組む
ことが重要である。また、孤独・孤立に関して当事者や家族などが置かれている具体的な
状況は多岐にわたり、孤独・孤立の感じ方・捉え方も人によって多様であるため、多様な
アプローチや手法により対応することが求められる。

我が国では、2021（令和3）年に、孤独・孤立に至っても支援を求める声をあげやす
い環境整備、状況に合わせた切れ目のない相談支援の実施、見守り・交流の場や居場所を
確保し「つながり」を実感できる地域づくりの支援、官・民・NPO法人などとの連携強
化を基本方針とした、「孤独・孤立対策の重点計画」＊7を決定し、対策を進めていくことと
している。また、2023（令和5）年5月には、日常生活などで孤独を覚えたり、社会か
ら孤立していることにより心身に有害な状態にある方への支援などに関する取組みについ
て、その基本理念、国などの責務などについて定める「孤独・孤立対策推進法」が成立し
た。ここでは、「望まない孤独」の根絶を目標に、相談活動を実施している事例を紹介す
る。

＊7	 2022（令和4）年12月に「孤独・孤立対策の重点計画」を改定した。

「望まない孤独を根絶するために必要なこと
は、「予防」。転居、就職といったあらゆるライ
フイベントに伴い、誰もが孤独に陥りうること
が分かってきている。ちょっと苦しいな、頼り
たいなと思っている人にアプローチできれば、
そこから色々な支援につなげられる。望まない
孤独には、長引いて重篤化する前の軽症のう
ちに対処することが大切だ。」。NPO法人「あ
なたのいばしょ」の理事長、大空氏は言う。孤
独・孤立に悩む相談者にどう向き合っているの
か、「あなたのいばしょ」の活動を紹介する。

孤独・孤立の現状
長引く新型コロナウイルス感染症禍の影響
により、孤独・孤立が社会問題として一層深
刻化している。全国の満16歳以上の2万人
を対象に行った実態調査によると、孤独感が
「しばしばある・常にある」と回答した人の
割合は、30歳代、20歳代の順で高かっ
た＊1。「最も孤独を感じていながら置き去りに

＊1	 人々のつながりに関する基礎調査

されてきた若者こそ、支援すべき。」。それが
大空氏らの考えだ。

活動内容
「あなたのいばしょ」は、24時間365日、
年齢や性別を問わず、誰でも無料・匿名で利
用できるチャット型相談窓口だ。
2022（令和4）年の相談件数は約30万件

で、1日当たり約1,000件。そのうち7割が
29歳以下の若者からだった。
世界25か国に約600名の日本人ボラン

ティア相談員を抱え、最も相談が多い22時
から6時までの間は海外の相談員が対応す
る。これにより、全国規模のネット相談で唯
一、24時間体制が可能になっている。
対面のように名乗ることも顔を見せること

も必要ない。電話のように声を出すことも周
囲を気にすることも必要ない。「あなたのいば
しょ」にこれだけの相談が集まるのは、匿名
のチャットという形式を取っているからこそ。

「望まない孤独を根絶する」ため、信頼できる人に確実につな
がれる「いばしょ」をつくる（NPO法人	あなたのいばしょ）コラム
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（いわゆる「孤立死」は、東京都区部において、高齢者層を中心に増加）
高齢者においては、単身世帯数の増加、血縁や地縁の希薄化などを背景として、いわゆ

る「孤立死」の増加も懸念される。東京都区部における年齢階級別のいわゆる孤立死数の
2012（平成24）年から2020（令和2）年までの推移をみると男性が多く、特に75歳か
ら84歳の男性は約1.9倍に、65歳から74歳の男性は約1.6倍に増加している。また、女
性は男性と比較して総数は少ないものの、85歳以上の女性は約1.8倍に増加している（図
表1-3-14）。

「「望望ままなないい孤孤独独をを根根絶絶すするる」」たためめ、、信信頼頼ででききるる人人にに確確実実ににつつななががれれるる

「「いいばばししょょ」」ををつつくくるる（（ 法法人人 ああななたたののいいばばししょょ））

「望まない孤独を根絶するために

必要なことは、「予防」。転居、就職と

いったあらゆるライフイベントに伴

い、誰もが孤独に陥りうることが分か

ってきている。ちょっと苦しいな、頼

りたいなと思っている人にアプロー

チできれば、そこから色々な支援につ

なげられる。望まない孤独には、長引

いて重篤化する前の軽症のうちに対

処することが大切だ。」。 法人「あ

なたのいばしょ」の理事長、大空氏は

言う。孤独・孤立に悩む相談者にどう

向き合っているのか、「あなたのいば

しょ」の活動を紹介する。

孤孤独独・・孤孤立立のの現現状状

長引く新型コロナウイルス感染症

禍の影響により、孤独・孤立が社会問

題として一層深刻化している。全国の

満 歳以上の２万人を対象に行った

実態調査によると、孤独感が「しばし

ばある・常にある」と回答した人の割

合は、 歳代、 歳代の順で高かっ

た。「最も孤独を感じていながら置き

去りにされてきた若者こそ、支援すべ

き。」。それが大空氏らの考えだ。

活活動動内内容容

「あなたのいばしょ」は、 時間

日、年齢や性別を問わず、誰でも無料・

匿名で利用できるチャット型相談窓

口だ。

（令和４）年の相談件数は約

万件で、１日当たり約 件。その

人々のつながりに関する基礎調査

うち７割が 歳以下の若者からだっ

た。

世界 か国に約 名の日本人ボ

ランティア相談員を抱え、最も相談が

多い 時から６時までの間は海外の

相談員が対応する。これにより、全国

規模のネット相談で唯一、 時間体制

が可能になっている。

対面のように名乗ることも顔を見

せることも必要ない。電話のように声

を出すことも周囲を気にすることも

必要ない。「あなたのいばしょ」にこれ

だけの相談が集まるのは、匿名のチャ

ットという形式を取っているからこ

そ。

「あなたのいばしょ」 画面

（スマートフォン）

項番０４―１

「あなたのいばしょ」HP画面
（スマートフォン）

チャット相談の実情
相談はチャットボットとの会話から始ま
り、内容に応じてAIにより高リスク、低リ
スクに自動的に分類される。低リスクの場合
は国内外にいるボランティア相談員が、高リ
スクの場合はオフィスに駐在するスーパーバ
イザーや専門相談員が対応する。
オフィス内には高リスク相談の着信を告げ
る赤色と黄色のランプがある。赤色が示すの
は、DVや虐待などに関する相談のうち緊急
度が高いと思われるもの。黄色が示すのは、
自殺リスクが高いと思われるもの。赤いラン
プは1日に10回、黄色いランプは1時間に
10回も点灯する。緊急度が高い案件には警
察や児童相談所と連携して対応し、支援につ
ながった例も多数ある。

チチャャッットト相相談談のの実実情情

相談はチャットボットとの会話か

ら始まり、内容に応じて により高

リスク、低リスクに自動的に分類され

る。低リスクの場合は国内外にいるボ

ランティア相談員が、高リスクの場合

はオフィスに駐在するスーパーバイ

ザーや専門相談員が対応する。

オフィス内には高リスク相談の着

信を告げる赤色と黄色のランプがあ

る。赤色が示すのは、 や虐待などに

関する相談のうち緊急度が高いと思

われるもの。黄色が示すのは、自殺リ

スクが高いと思われるもの。赤いラン

プは１日に 回、黄色いランプは１

時間に 回も点灯する。緊急度が高

い案件には警察や児童相談所と連携

して対応し、支援につながった例も多

数ある。

「 代女性への虐待が圧倒的に多い。

先日も親にベランダで監禁されてい

る間にスマホから相談してきた少女

がいた。こういうケースは日常茶飯事

で、親からの虐待の相談は毎日来る。

これが現実だ。」

チャットだからこそ、虐待の加害者

が同じ空間にいても気付かれずに相

談できるのだ。

一方で、課題もある。緊急度の高い

相談を即座に支援につなぎたくとも、

いくつものハードルに阻まれてしま

う。すぐに警察に通報しても、団体の

説明に時間がかかる。児童相談所に電

話しても、夜間は体制が薄くなかなか

つながらない。今は、その解消に力を

注いでいる。

インタビュー中も、オフィス内の黄

色いランプは幾度も点灯していた。

大空氏はこれからも、望まない孤独

を根絶するため孤独を感じる全ての

人に寄り添う「あなたのいばしょ」を

提供していく。

オフィス内にある赤色と黄色のランプ

実際のチャット相談画面

オフィス内にある赤色と黄色のランプ

「10代女性への虐待が圧倒的に多い。先日
も親にベランダで監禁されている間にスマホ
から相談してきた少女がいた。こういうケー
スは日常茶飯事で、親からの虐待の相談は毎
日来る。これが現実だ。」
チャットだからこそ、虐待の加害者が同じ
空間にいても気付かれずに相談できるのだ。チチャャッットト相相談談のの実実情情

相談はチャットボットとの会話か

ら始まり、内容に応じて により高

リスク、低リスクに自動的に分類され

る。低リスクの場合は国内外にいるボ

ランティア相談員が、高リスクの場合

はオフィスに駐在するスーパーバイ

ザーや専門相談員が対応する。

オフィス内には高リスク相談の着

信を告げる赤色と黄色のランプがあ

る。赤色が示すのは、 や虐待などに

関する相談のうち緊急度が高いと思

われるもの。黄色が示すのは、自殺リ

スクが高いと思われるもの。赤いラン

プは１日に 回、黄色いランプは１

時間に 回も点灯する。緊急度が高

い案件には警察や児童相談所と連携

して対応し、支援につながった例も多

数ある。

「 代女性への虐待が圧倒的に多い。

先日も親にベランダで監禁されてい

る間にスマホから相談してきた少女

がいた。こういうケースは日常茶飯事

で、親からの虐待の相談は毎日来る。

これが現実だ。」

チャットだからこそ、虐待の加害者

が同じ空間にいても気付かれずに相

談できるのだ。

一方で、課題もある。緊急度の高い

相談を即座に支援につなぎたくとも、

いくつものハードルに阻まれてしま

う。すぐに警察に通報しても、団体の

説明に時間がかかる。児童相談所に電

話しても、夜間は体制が薄くなかなか

つながらない。今は、その解消に力を

注いでいる。

インタビュー中も、オフィス内の黄

色いランプは幾度も点灯していた。

大空氏はこれからも、望まない孤独

を根絶するため孤独を感じる全ての

人に寄り添う「あなたのいばしょ」を

提供していく。

オフィス内にある赤色と黄色のランプ

実際のチャット相談画面

実際のチャット相談画面

一方で、課題もある。緊急度の高い相談を
即座に支援につなぎたくとも、いくつもの
ハードルに阻まれてしまう。すぐに警察に通
報しても、団体の説明に時間がかかる。児童
相談所に電話しても、夜間は体制が薄くなか
なかつながらない。今は、その解消に力を注
いでいる。
インタビュー中も、オフィス内の黄色いラ
ンプは幾度も点灯していた。
大空氏はこれからも、望まない孤独を根絶
するため孤独を感じる全ての人に寄り添う
「あなたのいばしょ」を提供していく。
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	 図表1-3-14	 東京都区部における孤立死者数の推移
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資料：「東京都監察医務院で取り扱った自宅住居で亡くなった単身世帯の者の統計」より作成。
※本データでは、孤立死を「異状死のうち、自宅で亡くなられた一人暮らしの人」と定義している。
※ この統計では、「外因死（外傷・自殺など）」、「外因の後遺症（外因に関連して発症した肺炎など）」、「内因か外因か不明の

死」を異状死としている。

（新型コロナウイルス感染症の影響により、人と実際に会うことの大切さを改めて感じた
者も多い）

一方で、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響として、約75％の者＊8が「人と実
際に会うことの大切さがあらためてわかった」と回答している。新型コロナウイルス感染
症により、人と人との交流が制限されていた分、その大切さが実感された可能性も考えら
れる。（図表1-3-15）

	 図表1-3-15	 感染拡大であてはまること

（％）
1.�かなり�
あてはまる

2.�ある程度
あてはまる

3.�あまり�
あてはまら
ない

4.�ほとんど
あてはまら
ない

5.無回答

a　�人と実際に会うことの大切さがあら
ためてわかった 26.3 49.2 15.9 5.7 3.0

b　�人とつながることに関してインター
ネットのありがたさがあらためてわ
かった

13.1 35.1 28.9 17.5 5.3

c　�義理で会っていた人と会わなくなっ
てよかった 16.2 29.1 29.2 21.1 4.4

d　�人と会うのがおっくうになった 8.0 28.2 36.8 23.1 3.9

資料：NHK放送文化研究所「新型コロナウイルス感染症に関する世論調査」（第3回）（2022（令和４）年）

＊8	 今回の新型コロナウイルスの感染拡大の影響に関して、あてはまることとして、「かなりあてはまる」、「ある程度あてはまる」と回答し
た者。
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	2	人々の支え合いや社会貢献に対する意識
（つきあいの志向は変化しても、社会への貢献意識は高い水準を維持）

本節1で示したように、人々の交流の意識
については全般的に希薄化している傾向があ
るが、その一方で、「日頃、社会の一員とし
て、何か社会のために役立ちたいと思ってい
る」という意識を有する者は、6～7割と高
い水準で推移してきている（図表1-3-16）。
他者とのつきあい方の志向は変わっても、社
会の構成員としての個々人の役割は変わらず
に意識されていることがわかる。

（他者とのコミュニケーション頻度が高いほ
ど、社会参加活動を行っている割合が高い）

厚生労働省「令和4年度少子高齢社会等調
査検討事業」によると、実際に社会参加活
動＊9を実施している者の割合は、全体で
32.0％となっている。これを、他者との対
面での交流頻度別に見ると、交流頻度が高い
ほど社会参加活動を行っている割合が高い傾
向があった（図表1-3-17）。

	 図表1-3-17	 他者とのコミュニケーション頻度と社会参加活動の参加状況
1-3-17 コミュニケーション頻度と社会参加活動-Nik.xlsx ★使う図★

  全  体

週5日以上

週2～4日

週1日

月1～3日

年に数回程度

まったくない

そのような人はいない

他者との最も多いコミュニケーション頻度と社会参加活動の実施の有無

32.0

33.3

33.0

29.9

24.2

15.2

11.5

13.4

68.0

66.7

67.0

70.1

75.8

84.8

88.5

86.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

社会参加活動を行っている 社会参加活動を行っていない
他者との

コミュニケーション

頻度

資料：厚生労働省「令和4年度少子高齢社会等調査検討事業」

＊9	 「令和4年度少子高齢社会等調査検討事業」における調査において、「社会参加活動」とは、地域におけるボランティア活動、NPO活動、
町内会・自治会・PTAなどの地縁的活動、その他の市民活動としている。

	 図表1-3-16	 社会への貢献意識の推移

60.7 59.1
65.2 66.1 63.4 63.9 64.3

36.3 36.7
32.2 31.7 33.6 35.1 34.1

3 4.2 2.7 2.2 3 1 1.5

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

2000 2005 2010 2015 2020 2021 2022

合計

社会への貢献意識の推移

思っている あまり考えていない わからない

（％）

資料：内閣府「社会意識に関する世論調査」（2022（令
和4）年12月調査）。

質問は「日頃、社会の一員として、何か社会のた
めに役立ちたいと思っているか、それとも、あま
りそのようなことは考えていないか」。

（注）  1998年～2020年は、調査を調査員による個別
面接聴取法で実施しており、2021年及び2022
年は郵送法で実施しているため、2021年～
2022年との単純比較は行わない。

37令和5年版　厚生労働白書

第1部　つながり・支え合いのある地域共生社会

第

1
章

社
会
保
障
を
取
り
巻
く
環
境
と
人
々
の
意
識
の
変
化

厚労2023_1-01.indd   37厚労2023_1-01.indd   37 2023/07/18   11:45:462023/07/18   11:45:46



（自治体の人口規模が小さいほど、社会参加活動を行っている割合が高い）
社会参加活動を行っている者の割合を都市規模別にみると、東京23区・政令指定都市

は25.7％、それ以外の県庁所在地の市は31.4％、その他の市町村は36.0％となっており、
人口規模が小さい市町村ほどその割合が高くなっている（図表1-3-18）。

	 図表1-3-18	 居住地域の区分と社会参加活動の参加状況
1-3-18 居住地域区分×社会参加状況-Nik.xlsx ★使う図★

  全  体

東京23区・政令指定
都市

政令指定都市以外
の、県庁所在地の市

その他の市町村

32.0

25.7

31.4

36.0

68.0

74.3

68.6

64.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

社会参加活動を行っている 社会参加活動を行っていない

資料：厚生労働省「令和4年度少子高齢社会等調査検討事業」

年齢別にみると、男女とも、おおむね年齢が高くなるほど、社会参加活動を行っている
者の割合は高くなっている（図表1-3-19）。具体的な活動内容をみると、どの年代でも

「PTA・自治会・町内会などの活動」が最多で、60歳代・70歳代以上は「地域における
交流に関するボランティアもしくはNPOなどの活動」や「まちづくりに関するボラン
ティアもしくはNPOなどの活動、安全活動、防災活動」の割合も高い＊10。

	 図表1-3-19	 年齢と社会参加活動の参加状況

  全  体

男性　　20-29歳

30-39歳

40-49歳

50-59歳

60-69歳

70-89歳

女性　　20-29歳

30-39歳

40-49歳

50-59歳

60-69歳

70-89歳

32.0

16.3

16.5

25.7

27.3

36.3

56.1

10.8

16.8

25.5

24.6

43.6

50.9

68.0

83.7

83.5

74.3

72.7

63.7

43.9

89.2

83.2

74.5

75.4

56.4

49.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

社会参加活動を行っている 社会参加活動を行っていない

資料：厚生労働省「令和4年度少子高齢社会等調査検討事業」

＊10	「地域における交流に関するボランティアもしくはNPOなどの活動」に参加している60歳代の者は男性12.7％・女性13.3％、70
歳代の者は男性29.3％・女性18.5％。「まちづくりに関するボランティアもしくはNPOなどの活動、安全活動、防災活動」に参加して
いる60歳代の者は男性12.3％・女性9.7％、70歳代の者は男性29.7％・女性13.3％。
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（社会参加活動を始めた理由は、「社会や人の役に立ちたい」が多い）
社会参加活動を始めた理由は、どの年代でも「社会や人の役に立ちたいと思ったから」

とする割合が高い。20歳代は、「家族以外の人と交流したいから」という理由も次いで高
く、他の年代と比較して「収入を得たいから」という割合も高い。30歳代や40歳代は、
他の年代と比較すると、「自分が子育て、高齢者、障害者等に関する支援を受けたことが
あるから」という割合が高い（図表1-3-20）。

社会参加活動を始めたきっかけ（方法）は、20歳代は「オンライン上で活動を知り、
自分で連絡をとった」者の割合が最も高い。30歳代と40歳代は「地域内の広報などを通
じて知り、自分で連絡をとった」者の割合が最も高く、50歳代以上は「活動をしている
者から勧誘された」者の割合が最も高い（図表1-3-21）。

	 図表1-3-20	 社会参加活動を始めた理由1-3-20 社会参加活動を始めた理由-Nik.xlsx G000057_棒・折線

自分が子育
て、高齢者、
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があるから
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と交流したい
から

収入を得たい
から

その他 特に理由はな
い

40.0
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90

100

全 体 20-29歳 30-39歳 40-49歳

50-59歳 60-69歳 70-89歳（％）

資料：厚生労働省「令和4年度少子高齢社会等調査検討事業」

	 図表1-3-21	 社会参加活動を始めたきっかけ（方法）1-3-21 社会参加活動を始めたきっかけ-Nik.xlsx G000031_棒・折線

地域内の広報など
を通じて知り、自
分で連絡をとった

オンライン上
（ホームページ、
Instagram、
Twitter等）で活
動を知り、自分で
連絡をとった

家族や友人・知人
に誘われた

活動をしている者
から勧誘された

その他

56.5
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41.7 44.2
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50-59歳 60-69歳 70-89歳（％）

資料：厚生労働省「令和4年度少子高齢社会等調査検討事業」
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（社会参加活動に参加しない理由は、興味・関心がないことの他、時間的な余裕や活動を
知らないことがある）

一方、社会参加活動をしていない理由は、「興味・関心がないから」（33.1％）、「時間的
な余裕がないから」（30.5％）「どのような活動が行われているか知らないから」（26.6％）、

「人と付き合うのがおっくうだから」（25.0％）といった割合が高い。
年齢別にみると、20歳代から40歳代までは「時間的に余裕がないから」が最も高く、

「興味・関心がないから」が次いで高くなっている。50歳代、60歳代は「興味・関心が
ないから」が最も高く、70歳代は「気軽に参加できる活動が少ないから」が最も高い。

40歳代と60歳代では、上位3つの理由の中に「人と付き合うのがおっくうだから」が
入っている（図表1-3-22）。

	 図表1-3-22	 社会参加活動をしない主な理由

ST （％）

BT

BC

どのよう
な活動が
行われて
いるか知
らないから

時間的な
余裕がな
いから

家庭の事
情（仕事、
家事、介
護、通院
等）がある
から

興味・関心
がないか
ら

経費や手
間がかか
りすぎるか
ら

気軽に参
加できる
活動が少
ないから

同好の友
人・仲間が
いないか
ら

近所に活
動場所が
ないから

人と付き
合うのが
おっくうだ
から

過去に参
加したが期
待外れ
だったから

その他
特に理由
はない

A0a 26.6 30.5 12.8 33.1 11.3 17.5 11.4 8.7 25.0 2.0 2.6 12.5
A1a 20-29歳 26.9 37.0 6.4 28.3 13.8 6.7 6.8 4.8 20.3 0.2 0.3 19.6
A2a 30-39歳 30.8 37.6 16.8 33.0 15.2 9.9 7.3 5.7 25.1 1.0 1.1 11.7
A3a 40-49歳 25.3 41.3 12.9 35.2 12.5 17.8 9.6 5.4 32.2 2.4 1.8 10.7
A4a 50-59歳 26.1 29.5 15.2 35.5 10.4 15.0 13.8 8.6 25.4 2.1 2.3 9.7
A5a 60-69歳 23.3 21.7 11.5 36.6 8.1 22.5 16.2 11.7 24.7 3.0 3.8 11.7
A6a 70-89歳 26.8 13.7 13.3 30.0 7.1 33.4 15.6 16.3 21.1 3.1 6.3 12.6

社会参加活動をしない主な理由（複数回答）

  全  体

年齢

（資料）厚生労働省「令和４年度少子高齢社会等調査検討事業」

資料：厚生労働省「令和4年度少子高齢社会等調査検討事業」

（小括）
我が国は、昨年の出生数が80万人を割り込むなど、急速に少子化が進展しており、今

後、本格的な少子高齢化・人口減少時代を迎えようとしている。特に高齢期を中心に単身
世帯者数は増加し、人との交流の意識も希薄化していく中で、孤独・孤立の問題が顕在
化・深刻化している。

また、社会保障をめぐるニーズや、人材など活用が可能な資源の状況は地域により大き
く異なってくる。大都市を中心に人口の集中が見られ、人口減少が急速に進む地域では、
地域における支え合いの機能が低下し、日常生活の維持も困難になってくる可能性も想定
される。また、現役時代には職場とのつながりが高く地域とのつながりが低い傾向が見ら
れる中で、高齢世代の未婚率の上昇が進んでおり、今後、高齢世代と地域とのつながりが
一層弱くなることが懸念される。地域の人々が地域社会とつながりながら安心して生活を
送ることができるように、地域ごとの特性に応じて取り組むべき課題を摘出し、解決の手
法や仕組みを考察していくことが重要となるだろう。一方で、社会に対する貢献意識や人
とのつながりに対する意識は比較的高い様子もうかがえるため、より多くの方が地域社会
において何らかの役割を発揮できる環境整備も求められる。

次章では、これまで展開されてきた属性別の社会福祉の各制度や、従来の制度の枠組み
では容易にあてはめることが難しくなってきている新たなニーズについて見ていきたい。
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